
 
 

施策目標９－８－１ 

平成２７年度実施施策に係る事前分析表 

（文部科学省 27-9-8） 

施策名 新興・融合領域の研究開発の推進 

施策の概要 
幅広い応用可能性が期待される先端的融合領域を設定し、当該領域の研

究開発等を推進することにより、領域横断的な科学技術の強化を図ると

ともに、社会ニーズに対応した成果創出を促進する。 
 

達成目標１ 光科学技術と量子ビーム技術の融合連携した先導的利用研究の推進により、世界を
リードする最先端光源や計測技術の開発成果が創出される。 

達成目標１の 
設定根拠 

最先端の光・量子科学技術を応用した光源や計測技術の開発は、これまでにない新
たな融合領域の開拓・深化につながるものであるため。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
26 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

① 事業を通じた研
究成果の学会等
発表・論文等掲載
数（累計） 

8,442 3,023 4,286 5,495 6,795 8,442 9,500 

年度ごとの
目標値 2,500 3,450 4,350 6,550 7,800  

目標値の 
設定根拠 

事業開始年度から平成 26 年度までの毎年度の実績値の増加傾向及び平成 26 年度の
実績値を踏まえて目標値を設定した。 

活動指標 
（アウトプット）  

① 革新的な研究成
果の創出 

基準 －年度 － 

進捗状況 

24 年度 － 

25 年度 
電場の向きや波形が自由自在に制御されたテラヘルツ波を発生させる技
術が開発されるなど、複数の大学、公的研究機関等が連携して、光・量
子ビーム技術の連携による先導的な研究や、最先端光源や計測技術の開
発を実施することにより革新的な研究成果が創出されている。 

26 年度 
本事業で開発されている高出力テラヘルツ光発生装置（QUADRA-T）の
施設供用が開始されるなど、複数の大学、公的研究機関等が連携して、
光・量子ビーム技術の連携による先導的な研究や、最先端光源や計測技
術の開発を実施することにより革新的な研究成果が創出されている。 

目標 毎年度 大学、公的研究機関等が連携して、最先端光源や計測技術に関する革新
的な研究成果を創出すること。 

目標の 
設定根拠 

「第 4 期科学技術基本計画」（平成 23 年 8 月閣議決定）等を踏まえ、我が国及び世
界が直面する様々な課題への対応に向けて光・量子科学技術の研究開発を推進し、
大学、公的研究機関等が連携して革新的な研究成果を創出していくことが重要であ
るため。 

施策・指標に関するグラフ・図等 
【グラフ：成果指標①事業を通じた研究成果の学会等発表・論文等掲載数（累計）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
                                   出典：文部科学省調べ 



 
 

施策目標９－８－２ 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 27 年度予算額 
【百万円】 行政事業レビューシート番号 

光・量子科学研究拠点形成に向けた基
盤技術開発 

（平成 20 年度） 
1,474 0296 

先端基盤技術研究開発推進経費 
（平成 23 年度） 12.9 0297 

関連する独立行政法人の事業 

名 称 
（開始年度） 

平成 27 年度予算額 
【百万円】 行政事業レビューシート番号 

国立研究開発法人理化学研究所運営費
交付金に必要な経費 
（平成 15 年度） 

51,481 の内数 0184 

国立研究開発法人理化学研究所施設整
備に必要な経費 
（平成 15 年度） 

104 の内数 0185 

平成 26 年度評価書 
からの変更点 － 

 
 
 

達成目標２ ネットワーク型の研究拠点の構築等を通じて、次世代の光・量子科学技術を担う若
手人材が育成される。 

達成目標２の 
設定根拠 

次世代の光・量子科学技術を担う若手人材を育成することで、当該分野の研究開発
を幅広く推進するため。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 

26 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 29 年度 

①本事業に参画して
いる若手人材によ
る、事業を通じた研
究成果の論文等掲
載数（累計） 

848 257 303 413 598 848 1,200 

年度ごとの
目標値 220 300 360 490 700  

目標値の 
設定根拠 

事業開始年度から平成 26 年度までの毎年度の実績値の増加傾向及び平成 26 年度の
実績値を踏まえて目標値を設定した。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 

26 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

①若手人材の事業参
画者数（累計） 

703 259 326 370 550 703 790 

年度ごとの
目標値 210 280 350 500 630  

目標値の 
設定根拠 

事業開始年度から平成 26 年度までの毎年度の実績値の増加傾向及び平成 26 年度の
実績値を踏まえて目標値を設定した。 



 
 

施策目標９－８－３ 

施策・指標に関するグラフ・図等 
【グラフ：活動指標①若手人材の事業参画者数（累計）】 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
【人材育成活動事例（一部）】 
・光科学の基礎知識から最先端の研究までを紹介するセミナーを年 4 回、事業に参画している 5 機関（東京大学、理化学

研究所、電気通信大学、慶應義塾大学、東京工業大学）が交互に開催し、各機関の特色ある研究実績を活かした多岐にわ

たる話題を情報発信するとともに研究者交流の場を提供している。 
・光科学関係分野の若手研究者を対象とした合宿形式の開かれた研究会を年 1 回開催している。 

出典：文部科学省調べ 
 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 27 年度予算額 
【百万円】 行政事業レビューシート番号 

光・量子科学研究拠点形成に向けた基
盤技術開発 

（平成 20 年度） 
1,474 0296 

先端基盤技術研究開発推進経費 
（平成 23 年度） 12.9 0297 

関連する独立行政法人の事業 

名 称 
（開始年度） 

平成 27 年度予算額 
【百万円】 行政事業レビューシート番号 

国立研究開発法人理化学研究所運営費
交付金に必要な経費 
（平成 15 年度） 

51,481 の内数 0184 

国立研究開発法人理化学研究所施設整
備に必要な経費 
（平成 15 年度） 

104 の内数 0185 

平成 26 年度評価書 
からの変更点 － 

 
 
 
 
 



 
 

施策目標９－８－４ 

達成目標３ 数学・数理科学研究者と諸科学・産業における研究者とが議論する場を形成し、両
者の協働作業により課題（ニーズ）を発掘し、研究テーマの抽出につなげる。 

達成目標３の 
設定根拠 

諸科学や産業において数学的アプローチが不可欠との認識が高まっている。（ビッグ
データ、複雑な現象や問題の増加、計測技術・計算機性能の飛躍的向上等の社会的・
技術的要因）また、国際的にも数学と科学・産業との連携に向けた動きがみられる。
（例：欧米やアジアにおける連携研究拠点の整備） 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 

25 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 28 年度 

①諸科学・産業の課題
を数理的手法で解
決することを目指
した共同研究の件
数（単年度） 

3 － － 0 3 5 7 

年度ごとの
目標値 － － 0 3 4  

目標値の 
設定根拠 

諸科学・産業の抱える具体的課題の解決に向けて数学・数理科学研究者が集中的に
討議するタイプの研究集会を毎年度７件程度開催することを目指しており、そこか
ら共同研究に至る比率を高め、事業最終年度の 28 年度には７件の共同研究につなが
ることを目標とする。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 

25 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 28 年度 

①研究集会等を実施
する件数（単年度） 

26 － － 10 26 34 20 

年度ごとの
目標値 － － 20 20 20  

目標値の 
設定根拠 

活動指標における研究集会等の各年の回数を増やすことは目標とせず、内容の工夫
に努めることとする。そのため各年度の平均を基に、目標値を設定した。 

施策・指標に関するグラフ・図等 

 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 27 年度予算額 
【百万円】 行政事業レビューシート番号 

数学・数理科学と諸科学・産業との協
働によるイノベーション創出のための

研究促進プログラム 
（平成 24 年度） 

40 0298 



 
 

施策目標９－８－５ 

平成 26 年度評価書 
からの変更点 

・成果指標（アウトカム）を「諸科学・産業の課題に対する数理的手法を活用した解決方法提案
件数（累計）」から「諸科学・産業の課題を数理的手法で解決することを目指した共同研究の件数
（単年度）」に変更した。 
・活動指標（アウトプット）を「研究集会等を実施する件数（累計）」から「研究集会等を実施す
る件数（単年度）」に変更した。 
・活動指標（アウトプット）の対象を「数学・数理科学と諸科学・産業との協働によるイノベー
ション創出のための研究促進プログラム（平成 24 年度～）」のみとし、「文部科学省 数学・数理
科学と諸科学・産業との連携研究ワークショップ（平成 23 年度～平成 25 年度）」を外した。 

 
 

施策の予算額・執行額 
（※政策評価調書に記載する予算額） 

 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度要求額 

予算の状況 
【千円】 

上段：単独施策に係る予算 
下段：複数施策に係る予算 

当初予算 

1,735,441 
ほか復興庁一括 

計上分 0 

1,498,408 
ほか復興庁一括 

計上分 0 

1,526,716 
ほか復興庁一括 

計上分 0 

1,755,363 
ほか復興庁一括 

計上分 0 
＜55,699,951＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

＜53,345,591＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

＜51,585,219＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

＜60,045,687＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

補正予算 

371,011 
ほか復興庁一括 

計上分 0 

234,555 
ほか復興庁一括 

計上分 0 

0 
ほか復興庁一括 

計上分 0 
 

＜2,621,543＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

＜0＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

＜0＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

繰越し等 

△275,264 
ほか復興庁一括 

計上分 0 

136,709 
ほか復興庁一括 

計上分 0 
  

＜1,580,077＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

＜6,894,915＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

合 計 

1,831,188 
ほか復興庁一括 

計上分 0 

1,869,672 
ほか復興庁一括 

計上分 0 
  

＜59,901,571＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

＜60,240,506＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

執行額 
【千円】 

1,819,877 
ほか復興庁一括 

計上分 0 

1,862,223 
ほか復興庁一括 

計上分 0  
  

＜59,901,571＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

＜60,240,506＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの） 

名 称 年月日 関係部分抜粋 

第 4 期科学技術基本計画 平成 23 年 8 月

19 日 

Ⅲ．我が国が直面する重要課題への対応 

２．重要課題達成のための施策の推進 

（５）科学技術の共通基盤の充実、強化 

我が国及び世界が直面する様々な課題への対応に向けて、科学技術に関

する研究開発を効果的、効率的に推進していくためには、複数の領域に横

断的に用いられる科学技術の研究開発を推進する必要がある。また、広範

かつ多様な研究開発に活用される共通的、基盤的な施設や設備について、

より一層の充実、強化を図るとともに、相互のネットワーク化を促進して

いく必要がある。 

このため、国として、具体的には以下に掲げる重要課題を設定し、これ



 
 

施策目標９－８－６ 

らに対応した研究開発等の関連施策を重点的に推進する。 

ⅰ）領域横断的な科学技術の強化 

先端計測及び解析技術等の発展につながるナノテクノロジーや光・量子

科学技術、シミュレーションやｅ－サイエンス等の高度情報通信技術、数

理科学、システム科学技術など、複数領域に横断的に活用することが可能

な科学技術や融合領域の科学技術に関する研究開発を推進する。 

ⅱ）共通的、基盤的な施設及び設備の高度化、ネットワーク化 

科学技術に関する広範な研究開発領域や、産学官の多様な研究機関に用

いられる共通的、基盤的な施設及び設備に関して、その有効利用、活用を

促進するとともに、これらに係る技術の高度化を促進するための研究開発

を推進する。 

また、これらの施設及び設備の相互のネットワーク化を促進し、利便性、

相互補完性、緊急時対応等を向上するための取組を進める。 

政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報 
＜達成目標３＞ 
平成 25 年度 文部科学省数学・数理科学と諸科学・産業との連携研究ワークショップ開催報告書 
平成 25 年度 文部科学省数学・数理科学と諸科学・産業との協働によるイノベーション創出のための研究促進プログラム

報告書 

 
有識者会議での 

指摘事項 
－ 

 

主管課（課長名） 研究振興局 基礎研究振興課 （行松 泰弘） 

関係課（課長名） 科学技術・学術政策局 研究開発基盤課 （渡辺 その子） 

 

評価実施予定時期 平成２７年度、平成３０年度 

 


